
郵便番号

住　　所

氏　　名 印

事業活動地球温暖化対策計画書

（第１面）

（あて先）川崎市長

　川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例第９条第１項（同条第４項において読み替えて準用する

場合を含む。）の規定により、次のとおり提出します。

学校法人　専修大学

理事長　　日髙義博

　　　（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

規則第４条第２号該当事業者

神奈川県川崎市多摩区東三田２－１－１

規則第４条第１号該当事業者

主 た る 事 務 所 又 は
事 業 所 の 所 在 地

101-8425

東京都千代田区神田神保町３－８－１

事 業 者 の 氏 名
又 は 名 称

学校法人　専修大学

第１号様式

5,608 ｋｌ

台

ｔ－CO2

※
特
記
事
項

 ※事業者番号

担 当 部 署 名

所 在 地

電話番号

ＦＡＸ番号

メールアドレス

管理部管理課

神奈川県川崎市多摩区東三田２－１－１

Ｏ

規則第４条第３号該当事業者

規則第４条第４号該当事業者

上記以外の事業者（任意提出事業者）

教育，学習支援業 

該 当 す る 事 業 者
の 要 件

大学

０４４－９１１－１２７０

学校教育

エネルギー起源の二酸化炭素
以外の温室効果ガスの排出の量

自動車の台数

原油換算エネルギー使用量

事 業 者 の 規 模

81

※
受
付
欄

主 た る 事 業
の 業 種

主 た る 事 業
の 内 容

大分類

連 絡 先

担当部署

中分類

０４４－９１１－１２４７



（第２面）

計 画 期 間 平成２２年度　　～　　　　平成２４年度

温室効果ガスの排出の量の
削減を図るための基本方針

別添　指針様式第１号及び第３号のとおり

温室効果ガスの排出の量の
削減に向けた組織体制

別添　指針様式第１号及び第３号のとおり

温室効果ガスの排出の量の
削減目標及び温室効果ガス
の排出の量

別添　指針様式第１号及び第３号のとおり

温室効果ガスの排出の量の
削減目標を達成するための
措置の内容に係る事項

学内の教室、ゼミ室について、エネルギー負荷の低減及び高効率照
明、ＬＥＤ照明へ順次更新を中心として排出量の抑制を図る。
・冷温水、冷却ポンプの回転制御（インバータ）に更新
・ＬＥＤ・高効率照明器具（Ｈｆインバータ）に更新
詳細は、指針様式第１号（第４、５面）のとおり

他の者の温室効果ガスの排
出の抑制等に寄与する措置 なし出の抑制等に寄与する措置
に係る事項

なし

その他地球温暖化対策の推
進への貢献に係る事項

なし

備　　　考

　　 ５　氏名（法人にあっては、その代表者)を記載し、押印することに代えて、本人（法人にあって
        は、その代表者）が署名することができます。

備考 １　欄内にすべてを記載できない場合は、別紙により提出してください。
　　 ２　□のある欄は、該当する□内にレ印を記載してください。
　　 ３　計画書には、事業活動地球温暖化対策指針に定める資料を添付してください。
　　 ４　※印の欄は記入しないでください。



様式第１号　　　　　　　　　　　　（第１面）

１　温室効果ガスの排出の量の削減を図るための基本方針

事業活動地球温暖化対策計画

１．事業者全体の基本方針
　下記の方針に基づき積極的な地球温暖化対策を進めています。
　（１）学内の学習環境を維持改善し、地球温暖化対策に関する取組みを組織的に行い、
　　　　継続的に対策を推進する。
　（２）年間目標を定め、温室効果ガス排出量の削減に取り組む。
  （３）計画期間（３年間）事業活動地球温暖化対策指針にある基本対策メニューを
　　　　すべて実施する。

別紙のとおり

２　温室効果ガスの排出の量の削減に向けた組織体制



省エネルギー推進委員会

常勤役員２名

各学部構成教員から１名

総合企画広報室長

総務部長

管理部長

管　理　部 教務部長

法科大学院事務部長

学生厚生部長

エネルギー管理員

理　事　長 　理事長：経営的視点を踏まえた取組

別紙１
２　温室効果ガスの排出の量の削減に向けた組織体制

学校法人専修大学省エネルギー管理組織図

エネルギー管理統括者

エネルギー管理企画推進者 省エネルギー推進委員会：職務担当者が報告書

をまとめ、立案して委員会の承認を得る。

生田校舎、神田校舎 石巻専修大学 専修大学北海道短大

委託管理会社

省エネルギー推進委員会 省エネルギー推進委員会
所管長会 学部長会

部課長会 教授会



様式第１号　　　　　　　　　　　　（第２面）

基 準 年 度 年度 目 標 年 度 年度

（実） 9,569 （実） 9,190

（調） 8,016 （調） 7,698

（実） 4.0 （実） 379

（調） 4.0 （調） 318

　 イ　基準排出量原単位等と目標排出量原単位等

原 単 位 の 活 動 量 単 位

基 準 年 度 の 値 目 標 年 度 の 値

削 減 率 ％

 延床面積、生産数量

％

平成２４

目 標 排 出 量

61.38

削 減 率 削 減 量 t-CO2

基 準 排 出 量 t-CO2

３　温室効果ガスの排出の量の削減目標等（第１号、第２号、第４号該当者等）

 (１) 温室効果ガスの排出の量の削減目標及び温室効果ガスの排出の量

　 ア　基準排出量と目標排出量

t-CO2

平成２１

4.0

58.95

延床面積 ｔ－ＣＯ２／千㎡

延床面積、 産数量
 以外の原単位を使用
 した場合の理由

　 ウ　目標設定に関する考え方

 (２) 温室効果ガスの排出の量の削減目標（全社目標）

　温室効果ガスの排室量原単位の削減を図るため、排出原単位の値を平均で１％以上削減す
ることを前提に目標を設定した。
　平成２３年度に国際交流会館の新築（２，８００㎡）があり、ＣＯ２排出量が２％

（２２０ｔ－ＣＯ２）増加しますので、３年間で既存建物で６％削減を予定しています。

また、基本対策については計画期間内にすべて実施することを目標設定に反映しています。



５　温室効果ガスの排出の量の削減目標を達成するための措置の内容に係る事項

 (１) 温室効果ガスの排出の量の削減のための措置の内容

様式第１号　　　　　　　　　　　　（第４面）

 事業所等に係る
 温室効果ガスの
 排出の量の削減
 を達成するため
 の具体的措置

 (第１号、第２
 号、第４号該当
 者等)

○推進体制
　専修大学神田校舎、生田校舎を含めた省エネルギー委員会で温暖化対策
を討議し、その結果内容を学生、教職員にポータルシステムで通知する。
○主要設備等の保全管理
　主要設備について作成している日常点検を見直すとともに、機器の性能
につしても過去のデータと比較して分析する。
○エネルギー使用量等の把握、計測、記録等の管理
　温室効果ガスの排出と密接に関係するエネルギー使用量を各建物ごとに
計算する。設備機器の運転時間、エネルギー使用量を計算し分析する。
○空気調和設備の効率管理
　外気条件の変動に応じた稼働台数の調整による総合的なエネルギー効率
の向上を図り削減する。
○空気調和設備の効率管理
　空気調和機ごとの室内温度、湿度、二酸化炭素濃度等を把握し、適切な
空気調和機を制御運転する。許可運転方式とする。（8:30～19:45)
○適切な風量制御等
　空気調和機、熱源ポンプは改修工事を行い、風量、差圧、流量による電
動機の回転数制御で高効率運転システムで行う。
○受電端力率の管理
　力率の管理は各サブ変電所で動力変圧器の低圧側にコンデンサを設置し
自動力率制御する。受電端では高圧側で最終的に自動力率制御する。
９９％以上維持する。
○照明設備の運用管理

 自動車に係る温
 室効果ガスの排
 出の量の削減を
 達成するための
 具体的措置

 (第３号該当者
 等)

○照明設備の運用管理
　各教室ごとに許可方式（7:00～21:00)による点灯方式で行う。
　廊下等は学生の少ない時間帯は半数点灯とする。トイレは人感センサー
で点滅する。
○新設、更新等における措置

ＬＥＤ照明等高効率な照明器具に更新する。
なし



様式第１号　　　　　　　　　　　　（第５面）

 (２) 再生可能エネルギー源等の利用計画及び前年度末における利用実績

　 ア　再生可能エネルギー源等の利用に係る考え方

　 イ　再生可能エネルギー源等の利用計画及び利用実績

設備等の種類 概要(規模、導入場所、性能等) 導入年度 備考

太陽光発電 規模：７５ｋＷ　導入場所：総合体育館屋上
平成２４

年度

太陽光発電 規模：２０ｋＷ　導入場所：国際交流会館
平成２４

年度

　学内の使用電力はスマートグリットを研究し構築する。太陽光発電、風力発電、人力発電等
の再生可能エネルギーを使用する。（教員、職員によって研究実施中）

　 ウ　再生可能エネルギー源等の価値の保有計画及び保有実績

種　　類 概要(規模、場所等) 保有年度 備考

なし

 (３) 基準年度の末日までに完了した主な対策内容

　平成１５年法令改正に基づき第１種エネルギー管理指定工場の指定を受け、省エネルギー法
で要求されている年１％のエネルギー効率化を進め、平成１７年度～平成２１年度で原単位
８．５％削減しています。
　主な設備の改良工事は下記のとおりです。
○ＢＥＭＳの更新工事に伴い、電気量、ガス量の削減
○空気調和機、外気調和機、冷温水ポンプ等の駆動電動機のインバータ制御（風量、流量）に
よる電気量削減（１０１台）
○氷蓄熱システム、高効率空調機の導入に伴う省エネルギー
　平成２０年度生田１０号館氷蓄熱チラー、平成２１年度生田４号館高効率ヒートポンプエア
コン
○高効率照明器具（Ｈｆ）に更新する。
　平成２１年度までに各建物の教室は完了しました。（１１，３９６本）
○トイレに人感センサーを設置して照明は使用する時に点灯する。
　生田１号館、生田７号館、生田８号館、生田１０号館、生田１１号館
○教室、ゼミ室、研究室、事務室の空調運転許可方式及び照明の電源管理方式に変更
　全部の建物の空調（空気調和機、ヒートポンプエアコン、ファンコイル等）は許可方式に
変更してあります。（８：３０～１９：４５）　　照明（７：００～２１：００）



様式第１号　　　　　　　　　　　　（第６面）

６　他の者の温室効果ガスの排出の抑制等に寄与する措置に係る事項

なし

なし

７　その他地球温暖化対策の推進への貢献に係る事項



様式第１号　　　　　　　　　　　　（第７面）

８　前年度の温室効果ガスの排出の量等の実績

 (１) 事業者単位

　 ア　第１号、第２号、第４号該当者等

（実）

（調）

（実）

（調）

 (２) 事業所等単位（第１号、第２号該当者等）

　 ア　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が 1,500kl 以上の事業所の一覧

事業所の名称

専修大学生田校舎 8,770 t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 以上 1,500kl 未満の事業所の一覧

事業所の名称

事業所の所在地

川崎市多摩区東三田２－１－１

日本標準産業分類
細分類番号

8161

温室効果ガス
の排出の量

事業所に係る
事業の名称

大学

事業所の所在地
事業所に係る
事業の名称

温室効果ガス
の排出の量

日本標準産業分類
細分類番号

8,016
t-CO2

t-CO2

9,569

　 イ　第３号該当者等

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 ウ　年間の原油換算ｴﾈﾙｷﾞｰ使用量が原油換算で 500kl 未満の事業所の一覧

 (３) 事業所等単位（第４号該当者等）

　 ア　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ以上（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の一覧

事業所の名称

t-CO2
t-CO2
t-CO2
t-CO2

　 イ　物質ごとの年間の温室効果ガスの排出の量（二酸化炭素換算）が 3,000ｔ未満（二酸化炭

　 　素の場合はｴﾈﾙｷﾞｰ使用に伴い排出したものを除く。）の事業所の数

エネルギー使用量の規模 事業所数

事業所の所在地
事業の名称 の排出の量細分類番号

400～500kl 未満

事業所に係る
事業の名称

日本標準産業分類

細分類番号

2

300～400kl 未満

200～300kl 未満

100～200kl 未満

温室効果ガス
の排出の量

100kl 未満 6

事業所の所在地

事業所数


